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厚労省公表の
「受動喫煙対策強化案」のポイント

◆違反した喫煙者・事業者に過料

厚生労働省が3月1日、東京五輪・パラリンピック
に向けて、受動喫煙対策の新たな規制強化案を公表
しました。

飲食店は原則禁煙とし、例外として喫煙できるの
は小規模なスナックやバーなどに限定するなどが骨
子で、違反した喫煙者が行政指導に従わない場合に
は30万円以下、事業者が従わなかった場合には50万
円以下の過料を科すとしています。

同省は強化案を踏まえた健康増進法の改正案を今
国会に提出する予定で、2019年秋に日本で開催され
るラグビーワールドカップまでの施行を目指します。

◆「努力義務」から「義務化」へ

日本の受動喫煙対策はこれまで努力義務にとどま
り、世界保健機関（WHO）からは「世界でも最低レ
ベル」と厳しく批判されてきました。

このため、新たな規制強化案では受動喫煙対策を
義務化します。

禁煙の範囲は、小中高校や医療機関は最も厳しい
敷地内禁煙とし、官公庁や福祉施設などは建物内禁
煙とします。運動施設も建物内禁煙としますが、コ
ンサートが行われるなど興行目的でも利用される場
合は喫煙室の設置を認めます。

◆小規模なバーなどは一定の条件下で例外に

飲食店は屋外のテラス席も含め禁煙としますが、
喫煙室の設置は認めます。居酒屋や焼鳥屋などにつ
いても、家族連れや外国人観光客の利用を想定し、
対策を徹底することとしました。

一方、例外として小規模なバーやスナックなどで
は、「受動喫煙が生じうる」との掲示や換気を条件
に喫煙を認めます。面積が約30平方メートル以下の
店が候補で、法案成立後に政令で定める予定です。

なお、ホテルの客室や老人福祉施設の個室なども
喫煙は可能です。

◆支給対象となる取組み

以下の取組みのうち、いずれか１つ以上を実施する
必要があります（原則としてパソコン、タブレット、
スマートフォンは対象となりません）。

（１）労務管理担当者に対する研修

（２）労働者に対する研修、周知・啓発

（３）外部専門家（社会保険労務士、中小企業診断士
など）によるコンサルティング

◆申請受付期限は？

都道府県労働局への申請受付は12月15日が締切日と
なっていますが、支給対象事業主数は国の予算額に制
約されるため、それ以前に受付が締め切られる場合が
あります。

４月の税務と労務の手続［提出先・納付先 ]

1０日
○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
［郵便局または銀行］

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採
用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一
括有期事業を開始している場合＞
［労働基準監督署］

1７日
○給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出
［市区町村］

５月１日
○預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］
○労働者死傷病報告の提出
＜休業４日未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］
〇健保・厚年保険料の納付
［郵便局または銀行］

○健康保険印紙受払等報告書の提出
［年金事務所］

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書
の提出［公共職業安定所］

○外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない
場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞
［公共職業安定所］

○公益法人等の法人住民税均等割の申告納付
［都道府県・市町村］

◆5年間の経過措置

また、今回の規制強化案では、既存の喫煙室につい
ては施行後5年間、排気装置などで一定の基準を満た
せばそのまま使用を認める規定を盛り込みました。

飲食店など喫煙室の設置が認められている施設だけ
でなく、医療機関や官公庁なども対象にしています。

ただし、禁煙ではなく分煙を推進すべきだとの意見
は根強く、調整は難航する可能性があります。

申請受付が始まった
「勤務間インターバル」導入助成金

◆最大50万円支給

2月15日より、中小企業事業主を対象とした「職場
意識改善助成金（勤務間インターバル導入コース）」
の申請受付がスタートしました。

本助成金は、過重労働の防止および長時間労働の抑
制に向け、勤務間インターバル（休息時間数を問わず
就業規則等において終業から次の始業までの休息時間
を確保することを定めているもの）の導入に取り組ん
だ際に、その実施に要した費用の一部（最大で50万
円）を助成するものです。

◆支給対象事業主は？

支給対象事業主は次の通りです（その他、資本・出
資額や労働者数に関する要件があります）。

（１）次のアからウのいずれかに該当する事業場を有
する事業主であること
ア 勤務間インターバルを導入していない事業場
イ すでに休息時間数が９時間以上の勤務間イン

ターバルを導入している事業場であって、対象
となる労働者が当該事業場に所属する労働者の
半数以下である事業場

ウ すでに休息時間数が９時間未満の勤務間イン
ターバルを導入している事業場

（２）労働時間等の設定の改善を目的とした労働時間
の上限設定に積極的に取り組む意欲があり、かつ成
果が期待できる事業主であること


